
鳥取県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

鳥取県 無 有

障害児通園施設利用者負担
金軽減事業
国及び県の保育料の多子軽減
制度に準じて利用者負担金を
軽減する市町村の所要経費の
1/2を補助。
同一世帯に属する子どもの数
に応じて利用料を1/2～1/10に
軽減。
（詳細は別紙参照）

有

特別医療費助成事業
（詳細は別紙参照）

無 無

2008/5/1

鳥取市 有

低所得Ⅰ･Ⅱの方を対象に、介
護給付に係る利用者負担額、
地域生活支援事業（日常生活
用具を除く。）に係る利用者負担
額、日常生活用具のうちストマ
及び紙おむつに係る利用者負
担額を合算し、地域生活支援事
業の月額負担上限額を超えた
部分を償還払いにより助成す
る。

有

低所得Ⅰ･Ⅱの方を対象に、介
護給付に係る利用者負担額、
地域生活支援事業（日常生活
用具を除く。）に係る利用者負担
額、日常生活用具のうちストマ
及び紙おむつに係る利用者負
担額を合算し、地域生活支援事
業の月額負担上限額を超えた
部分を償還払いにより助成す
る。

有

所得税及び市民税非課税の
方でかつ70歳未満の方を対
象に、通院の場合自己負担
額が8,000円、入院の場合自
己負担額が15,000円を超え
た部分を償還払いにより助成
する。

無 無

2008/5/1

米子市 有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業（移動支援、日中一時
支援）の負担上限額を統合。 無 無 無 無

2008/5/1

倉吉市 有

低所得ⅠⅡ、及び住民税の均
等割世帯を対象に、利用者負
担を1/2助成 有

児童デイサービス利用者負担
額を助成

無 無 無

2008/5/1

境港市 有

介護給付費、訓練等給付と地
域生活支援事業（日中一時、移
動支援）利用負担額を合算た月
額負担上限額の設定

有

介護給付費、訓練等給付と地
域生活支援事業（日中一時、移
動支援）利用負担額を合算た月
額負担上限額の設定

無 無 有

障害児通園施設の食
事負担の一部助成
（平成20年度まで）

2007/6/29

岩美町 有

低所得ⅠⅡの移動支援、日中
一時支援の利用負担額は無料 有

低所得ⅠⅡの移動支援、日中
一時支援の利用負担額は無料 無 無 無

2007/5/11

若桜町 無 無 無 無 無 2006/12/30

智頭町 無 無 無 無 無 2006/12/30

八頭町 無 無 無 無 無 2006/12/30

三朝町 無 無 無 無 無 2007/5/11

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

2－1 調査実施者　全肢連



鳥取県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

湯梨浜町 無 無 無 無 無 2007/6/1

琴浦町 無 無 無 無 無 2006/12/30

北栄町 無 無 無 無 無 2007/5/11

日吉津村 無 無 無 無 無 2008/5/1

大山町 有
地域生活支援事業（移動支援、
日中一時支援）と自立支援給付
(補装具費除く）の上限額を統合

有
地域生活支援事業（移動支援、
日中一時支援）と自立支援給付
(補装具費除く）の上限額を統合

無 無 無
2008/5/1

南部町 無 無 無 無 無 2006/12/30

伯耆町 無 無 無 無 無 2006/12/30

日南町 無 無 無 無 無 2006/12/30

日野町 無 無 無 無 無 2006/12/30

江府町 無 無 無 無 無 2006/12/30

2－2 調査実施者　全肢連



島根県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

島根県 無 無 無 無 無 2008/5/1

松江市 有

福祉サービスと地域生活支援
事業を合算した負担上限額設
定 有

福祉サービスと地域生活支援
事業を合算した負担上限額設
定 有

自立支援医療（精神）で、病院、
診療所、訪問介護事業所の自
己負担額（千円を超える額）を
助成
薬局の自己負担額全額助成

無 無

2007/6/1

浜田市 無 無 有
自立支援医療（精神）で非課税
者は自己負担額1/2助成 無 無

2008/5/1

出雲市 有

地域生活支援事業の個別給付
サービス（移動支援、日中一時
支援、生活介護型地域活動支
援センター、訪問入浴、）を統合
して上限額を設置

有

地域生活支援事業の個別給付
サービス（移動支援、日中一時
支援、生活介護型地域活動支
援センター、訪問入浴、）を統合
して上限額を設置

有

自立支援医療で、精神通院の
自己負担額1/2助成
更正、育成医療は所得区分毎
に市単の上限額を設置

有

市民税非課税世帯の利
用負担額半額助成

無

2008/5/1

益田市 有

自立支援給付と地域生活支援
事業を合算した負担上限額設
定

有

自立支援給付と地域生活支援
事業を合算した負担上限額設
定

有

自立支援医療（精神）の自己負
担額1/2助成 無 無

2007/6/1

大田市 無 無 無 無 無 2007/6/1

安来市 無 無 有
自立支援医療（精神）の自己負
担額1/2助成 無 無

2007/6/1

江津市 無 無 有

市の福祉医療助成を受けてい
る市民税非課税世帯の自己負
担額1/2助成　（平成18年度か
ら20年度まで）
自立支援医療（精神）の自己負
担額1/2助成

無 無

2008/5/1

雲南市 無 無 無 無 無 2006/12/30

東出雲町 無 無 有
自立支援医療（精神）の負担額
（500円/月）助成 無 無

2007/6/1

奥出雲町 無 無 無 無 無 2007/6/1

飯南町 無 無 無 無 無 2008/5/1

斐川町 有

福祉サービスと地域生活支援
事業（移動支援、日中一時支
援）を合算した負担上限額設定 無 有

非課税世帯の自立支援医療
（精神）自己負担額1/2助成

無 無

2007/6/1

川本町 無 無 無 無 無 2007/6/1

美郷町 無 無 無 無 無 2007/6/1

邑南町 無 無 有
県単独障害者医療制度の負担
上限額で非課税世帯軽減 無 無

2007/6/1

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　考

2－1 調査実施者　全肢連



島根県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　考

津和野町 無 無 無 無 無 2008/5/1

吉賀町 無 無 無 無 無 2008/5/1

海士町 無 無 無 無 無 2008/5/1

西ノ島町 無 無 無 無 無 2007/6/1

知夫村 無 無 無 無 無 2007/6/1

隠岐の島町 無 無 無 無 無 2006/12/30

2－2 調査実施者　全肢連



岡山県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

岡山県 無 無 無 無 無 2008/5/1

岡山市 無 無 無 無 無 2008/5/1

倉敷市 有

在宅生活者のうち、介護給付費
決定者のうち低所得Ⅰ・Ⅱに属
する者、地域生活支援事業支
給決定者のうち市民税非課税
世帯に属する者の利用者負担
額のうち３分の１を助成。
（平成２１年３月３１日まで）
（助成対象サービス）
・介護給付費…施設入所支援、
共同生活介護、療養介護を除く
サービス
・地域生活支援事業…日中一
時支援、移動支援、地域活動支
援センターⅡ型事業、生活サ
ポート事業、訪問入浴
（日常生活用具支給事業のうち
排泄管理用具（ストマ等）は原
則１割負担のところ３％負担）

有

在宅生活者のうち、介護給付費
決定者のうち低所得Ⅰ・Ⅱに属
する者、地域生活支援事業支
給決定者のうち市民税非課税
世帯に属する者の利用者負担
額のうち３分の１を助成。
（平成２１年３月３１日まで）
（助成対象サービス）
・介護給付費…施設入所支援、
共同生活介護、療養介護を除く
サービス
・地域生活支援事業…日中一
時支援、移動支援、地域活動支
援センターⅡ型事業、生活サ
ポート事業、訪問入浴
（日常生活用具支給事業のうち
排泄管理用具（ストマ等）は原
則１割負担のところ３％負担）

無 無 無

2008/5/1

津山市 無 無 無 無 無 2006/12/30

玉野市 無 無 無 無 無 2008/5/1

笠岡市

井原市 無 無 無 無 無 2007/5/11

総社市 無 無 無 無 無 2008/5/1

高梁市 無 無 無 無 無 2006/12/30

新見市 有

低所得ⅠⅡ、住民税所得割10
万円未満の通所サービス、ホー
ムヘルプ利用負担上限額50％
補助
（平成20年度まで）

有

低所得ⅠⅡ、住民税所得割10
万円未満の通所サービス、ホー
ムヘルプ利用負担上限額50％
補助
（平成20年度まで）

無 無 無

2007/5/11

備前市 無 無 無 無 無 2008/5/1

瀬戸内市 無 無 無 無 無 2008/5/1

赤磐市 無 無 無 無 無 2006/12/30

真庭市 無 無 無 無 無 2008/5/1

美作市 検 検 検 検 無 2006/12/30

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

2－1 調査実施者　全肢連



岡山県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

浅口市 無 無 有

低所得ⅠⅡの心身障害者医療
費負担上限額を1/2軽減
（平成19年4月受診分～平成20
年度まで）

無 無

2008/5/1

和気町 無 無 無 無 無 2008/5/1

早島町 無 無 有

心身障害者医療費
平成21年３月まで自己負担額
の1/3を助成
（低所得者ⅠⅡの外来除く）

無 無

2006/12/30

里庄町 無 無 無 無 無 2008/5/1

矢掛町 無 無 無 無 無 2008/5/1

新庄村 無 無 無 無 無 2006/12/30

鏡野町 無 無 無 無 無 2008/5/1

勝央町 無 無 無 無 無 2006/12/30

奈義町

西粟倉村 無 無 無 無 無 2008/5/1

久米南町 無 無 無 無 無 2008/5/1

美咲町 無 無 無 無 無 2007/5/11

吉備中央町 無 無 無 無 無 2008/5/1

2－2 調査実施者　全肢連



広島県 都道府県、市町村独自支援策実施状況
備　　　　　考

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

広島県 無 無 無 無 無 2008/5/1

広島市 有

市民税非課税世帯及び市民税
課税世帯のうち、市民税所得割
4万未満について、18～20年度
まで上限月額を次の通り助成
（現時点では国の対策による上
限額の方が低いのでこの助成
を利用するケースは少ない）
18年度国基準の1/4
19年度　国基準の2/4
20年度　国基準の3/4

・所得税課税世帯のうち、税額
が14万円以下の世帯について
独自の上限額を設定するととも
に公費の助成を行っている。
18年度～20年度まで

無 有

・市民税非課税世帯及び
所得税非課税世帯につい
て18～20年度迄の間、国
基準の1/4の上限額を設
定

有

・所得税課税世帯のうち、
税額が14万円以下の世帯
について独自の上限額を
設定するとともに公費の
助成を行っている。
18年度～20年度まで

2008/5/1

呉市 有

自立支援給付の介護給付・訓
練等給付と地域生活支援事業
の移動支援・日中一時支援・ス
トマ用装具・訪問入浴、地域生
活支援センターの利用者負担
額を合算し、一月に支払った利
用者負担額が基準となる額を超
えた場合は、その超えた部分に
ついて払戻をする（但し、20年7
月に見直し予定）

無 無 無 無

2008/5/1

竹原市 有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の地域活動支援セン
ター、移動支援、日中一時支援
の利用者負担上限額の統合。

有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の地域活動支援セン
ター、移動支援、日中一時支援
の利用者負担上限額の統合。

無 無 無

2008/5/1

三原市

安芸太田町 有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の移動支援、日中一
時支援の利用者負担上限額の
統合

有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の移動支援、日中一
時支援の利用者負担上限額の
統合

無 無 無

2008/5/1

世羅町 有

自立支援給付と地域生活支援
事業の一部（移動支援、日中一
時支援、地域活動）の利用者負
担の上限額を合算する制度を
設けている。

有

自立支援給付と地域生活支援
事業の一部（移動支援、日中一
時支援、地域活動）の利用者負
担の上限額を合算する制度を
設けている。

無 無 無

2008/5/1

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策

3－1 調査実施者　全肢連



広島県 都道府県、市町村独自支援策実施状況
備　　　　　考

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策

尾道市 有

障害福祉サービス（介護給付、
訓練等給付、旧法施行支援）と
地域生活支援事業の利用者負
担額を合算した負担上限額設
定。
移動支援、日中一時支援等国
保連を通ものは、は障害福祉
サービスの上限額を適用。
上記以外
低所得Ⅰ　15,000円
低所得Ⅱ　24,600円
一般　37,200円

有

障害福祉サービス（介護給付、
訓練等給付、旧法施行支援）と
地域生活支援事業の利用者負
担額を合算した負担上限額設
定。
移動支援、日中一時支援等国
保連を通ものは、は障害福祉
サービスの上限額を適用。
上記以外
低所得Ⅰ　15,000円
低所得Ⅱ　24,600円
一般　37,200円
児童デイサービスの利用者負
担1/2助成。
保育所、幼稚園等と児童デイ
サービスや障害児通園施設と
の併行通園は利用者負担免
除。

無 無 有

障害児通園施設の給食費
の補助。（１食につき420円
を限度とし、国の制度に該
当しない人対象）

2008/5/1

福山市 有

・障害福祉サービス、自立支援
医療、補装具、地域生活支援事
業の利用者負担合計額が政令
で定める額を超える場合は申請
により還付している。
・就労系サービス(就労移行、就
労継続）利用者を対象に、当該
サービスに係る利用者負担相
当額（全額）を給付している。

・利用者負担軽減策の他に、障
害児通園施設を対象に所得等
が一定要件を満たす者に食事
の補助を実施している。
・障害児通園施設と児童ﾃﾞｲｻｰ
ﾋﾞｽを対象に保育所等と併行利
用している者に対し、利用者負
担相当額(全額）を給付してい
る。
・兄弟等が保育所、幼稚園に
通っている場合、障害児通園施
設を利用する障害児の負担を
軽減。

有

・利用者負担軽減策の
他に、精神医療について
は利用者負担の1/2を
助成している。

有

・障害福祉サービス、自立
支援医療、補装具、地域
生活支援事業の利用者負
担合計額が政令で定める
額を超える場合は申請に
より還付している。
・就労系サービス(就労移
行、就労継続）利用者を対
象に、当該サービスに係る
利用者負担相当額（全額）
を給付している。

有

日中一時支援については
食事提供体制加算を設け
ている。

2008/5/1

3－2 調査実施者　全肢連



広島県 都道府県、市町村独自支援策実施状況
備　　　　　考

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策

府中市 有

地域生活支援事業として行って
いるﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ、日中一時支援、
移動支援事業を自立支援給付
と同様に利用者負担を1割とし、
同様の上限額を設定した上で
自立支援給付の利用者負担と
合算しての上限額としている。 有

障害児通所施設等や児童ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ事業所に月3回以上通所
させている保護者に月額1,000
円を助成。
障害児通所施設で食事提供を
受けた場合、食材料費以外の
自己負担額助成。
児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽと保育所や幼稚
園を双方利用している場合、児
童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ利用者負担額を助
成

無 無 無

2008/5/1

三次市

庄原市

大竹市 有

介護給付費等と地域生活支援
事業の移動支援、日中一時支
援の利用者負担上限額の統
合。
日中一時支援（児童）、地域活
動支援センターⅢ型、日常生活
用具及び補装具の利用者負担
1/2軽減。

有

介護給付費等と地域生活支援
事業の移動支援、日中一時支
援の利用者負担上限額の統
合。
日中一時支援（児童）、地域活
動支援センターⅢ型、日常生活
用具及び補装具の利用者負担
1/3軽減。

無 有

介護給付費等と地域生活
支援事業の移動支援、日
中一時支援の利用者負担
上限額の統合。
日中一時支援（児童）、地
域活動支援センターⅢ
型、日常生活用具及び補
装具の利用者負担1/5軽
減。

無

2008/5/1

東広島市

廿日市市 有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の利用者負担上限額
の統合。

有

障害福祉サービスと地域生活
支援事業の利用者負担上限額
の統合。

無 有

非課税世帯、所得割２万
円未満の世帯負担上限額
を統合し補助。

無

2008/5/1

安芸高田市

江田島市

府中町

海田町

熊野町

坂町

北広島町 無 無 無 無 無 2008/5/1

大崎上島町 無 無 無 無 無 2008/5/1

神石高原町

3－3 調査実施者　全肢連



山口県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

山口県 無 無 無 無 無 2008/5/1

下関市 無 無 無 無 無 2008/5/1

宇部市

山口市 無 無 無 無 無 2008/5/1

萩市 無 無 無 無 無 2008/5/1

防府市 有

通所授産施設、就労移行支援、
就労継続支援（Ａ・Ｂ型）の支給
決定者に対し、1割の定率負担
分の補助(助成）。
市内の入所授産施設に入所中
の支給決定者に対し、1割の定
率負担のうち半額を助成。とも
に当市が援護を実施している者
に限る。

無 無 無 無

2008/5/1

下松市 無 無 無 無 無 2006/12/30

岩国市 無 無 無 無 無 2008/5/1

光市

長門市 有
個別給付、地域生活支援事業
の利用負担を合算した負担上
限額を設定

無 無
2006/12/30

柳井市

美祢市

周南市 有

障害者自立支援給付事業と移
動支援事業、日帰りシュートス
テイ事業、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業利用
者の自己負担額軽減を目的に
各事業毎から一括の自己負担
限度額とする。

有

障害者自立支援給付事業と移
動支援事業、日帰りシュートス
テイ事業利用者の自己負担額
軽減を目的に各事業毎から一
括の自己負担限度額とする。

無 無 無

2008/5/1

山陽小野田市 無 無 無 無 無 2008/5/1

周防大島町 無 無 無 無 無 2008/5/1

和木町

上関町

田布施町

平生町

美東町

秋芳町

阿武町

阿東町

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　考

1－1 調査実施者　全肢連



徳島県 都道府県、市町村独自支援策実施状況
備　　　　　考

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

徳島県 無 有

20歳未満の児童を持つ保護者
のうち、市町村民税所得割額16
万円未満（平成20年７月以降は
28万円未満）世帯に対し、措置
費負担金との差額1/2を補助。
（定率負担分及び食費・光熱水
費分が対象）

無 無 無 2008/5/1

徳島市 無 無 無 無 無 2007/5/11

鳴門市 無 無 無 無 無 2007/5/11

小松島市 無 無 無 無 無 2008/5/1

阿南市 無 無 無 無 無 2007/5/11

吉野川市

阿波市 無 無 無 無 無 2007/5/11

美馬市 無 無 無 無 無 2007/5/11

三好市 無 無 無 無 無 2008/5/1

勝浦町 無 無 無 無 無 2008/5/1

上勝町

佐那河内村 無 無 無 無 無 2007/5/11

石井町 無 無 無 無 無 2007/5/11

神山町 無 無 無 無 無 2007/5/11

那賀町 無 無 無 無 無 2007/5/11

牟岐町 無 無 無 無 無 2007/5/11

美波町 無 無 無 無 無 2007/5/11

海陽町 無 無 無 無 無 2007/5/11

松茂町

北島町 無 無 無 無 無 2007/5/11

藍住町 無 無 無 無 無 2007/5/11

板野町 無 無 無 無 無 2007/5/11

上板町 無 無 無 無 無 2007/5/11

つるぎ町 無 無 無 無 無 2007/5/11

東みよし町 無 無 無 無 無 2007/5/11

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策

1－1 調査実施者　全肢連



香川県 都道府県、市町村独自支援策実施状況
備　　　　　考

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

香川県 無 無 無 無 無 2008/5/1

高松市 有

障害福祉サービス、移動支援、
Ⅱ型・日中一時支援、日常生活
用具、補装具費の上限額を統
合し、上限額を超えた額を助成

有

障害福祉サービス、移動支援、
Ⅱ型・日中一時支援、日常生活
用具、補装具費の上限額を統
合し、上限額を超えた額を助成

有
障害者医療証の発行（自己
負担分の医療費の助成）

有 無 2008/5/1

丸亀市 無 無 無 無 無 2008/5/1

坂出市

善通寺市

観音寺市

さぬき市 無 無 無 無 無 2008/5/1

東かがわ市 有 無 無 無 無 2008/5/1

三豊市

土庄町 無 無 無 無 無 2008/5/1

小豆島町

三木町 無 無 無 無 無 2007/5/11

直島町 無 無 無 無 無 2007/5/11

宇多津町

綾川町 無 無 無 無 無 2007/5/11

琴平町 検 検 検 検 検 2008/5/1

多度津町

まんのう町

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策

1－1 調査実施者　全肢連



愛媛県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

愛媛県 無 無 有

重度心身障害者（児）公費負
担医療制度適用し、医療型
施設入所児（20歳未満）低所
得Ⅰ、Ⅱ世帯の施設医療費
に係る利用負担額を減免。

無 無

2008/5/1

松山市 有

低所得ⅠⅡ、課税世帯（所得
割世帯合算額２万円未満）に
対し　利用負担額1/3を助成
地域生活支援（移動支援、日
中一時支援）1/2を助成
福祉サービスと地域生活支
援事業（移動支援、日中一時
支援）の上限負担額一元化
（平成20年3月まで）

有

低所得ⅠⅡ、課税世帯（所得
割世帯合算額２万円未満）に
対し　利用負担額1/3を助成
地域生活支援（移動支援、日
中一時支援）1/2を助成
福祉サービスと地域生活支
援事業（移動支援、日中一時
支援）の上限負担額一元化
（平成20年3月まで）

無 有

低所得ⅠⅡ、課税世帯（所得
割世帯合算額２万円未満）に
対し　利用負担額1/2を助成
地域生活支援事業（日常生
活用具）と上限負担額一元化
（平成20年3月まで）

無

2007/5/11

今治市 無 有
児童デイサービスの利用者
負担全額を補助
（平成20年度まで）

無 無 無
2008/5/1

宇和島市 無 無 無 無 無 2008/5/1

八幡浜市 無 有
児童デイサービス（市直営）
の利用者負担全額を補助 無 無 無

2007/5/11

新居浜市 無 無 無 無 無 2008/5/1

西条市 無 無 無 無 無 2008/5/1

大洲市 無 無 無 無 無 2007/5/11

伊予市 無 無 無 無 無 2008/5/1

四国中央市 無 有
児童デイサービス（市直営）
の利用者負担額を一部軽減 無 無 無

2008/5/1

西予市 無 無 無 無 無 2007/5/11

東温市 無 無 無 無 無 2008/5/1

上島町 無 無 無 無 無 2007/5/11

久万高原町 無 無 無 無 無 2008/5/1

松前町 無 無 無 無 有
日中一時支援事業にて低所
得者に対し、給食420円で提
供

2008/5/1

砥部町 無 無 無 無 無 2007/5/11

内子町 無 無 無 無 無 2007/5/11

伊方町 無 無 無 無 無 2008/5/1

松野町 無 無 無 無 無 2007/5/11

鬼北町 無 無 無 無 無 2008/5/1

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

2－1 調査実施者　全肢連



愛媛県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

愛南町 有

低所得ⅠⅡ、課税世帯（所得
割世帯合算額２万円未満）に
対し　利用負担額1/2を助成
(平成20年3月まで）

有

低所得ⅠⅡ、課税世帯（所得
割世帯合算額２万円未満）に
対し　利用負担額1/2を助成
(平成20年3月まで）

無 無 無

2007/5/11

2－2 調査実施者　全肢連



高知県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

高知県 有

通所及び居宅サービスの利用
者負担額のうち、国が定める現
行の月額負担上限額の2/3を越
える額の50％を補助。
（平成20年度まで） 有

障害児施設利用者の負担額
のうち、利用契約により負担
増となった福祉部分負担金
及び食費等について負担金
額を補助。（平成20年度まで）
従前の措置負担金と利用契
約による負担金＋食費・光熱
費の差額

無 無 有

障害児施設利用者の負担額の
うち、利用契約により負担増と
なった福祉部分負担金及び食
費等について負担金額を補助。
（平成20年度まで）
従前の措置負担金と利用契約
による負担金＋食費・光熱費の
差額

2008/5/1

高知市 有

①通所施設、在宅サービス利
用者②低所得Ⅰ、Ⅱ、一般世帯
で全員が市民税所得割10万円
未満のいずれかに該当③障害
者本人、主たる生計維持者の
預貯金が単身世帯500万円以
下、同居1,000万円以下④障害
者本人、主たる生計維持者名
義の一定の親族が同居する固
定資産以外がない。上記の要
件を全て満たす方を対象に、国
が定める負担軽減策の要件に
該当しない場合。
低所得Ⅰ　10,000円
低所得Ⅱ　16,400円
一般　　　　24,800円
（平成20年度まで）

有

施設入所障害児（20歳未満）
の保護者を対象に、負担額
（定率負担＋食費）のうち、従
前の応能負担額（平成17年
支援費制度のもの）と比べて
増額した額を軽減。
（平成20年度まで）

無 無 無

2008/5/1

室戸市

安芸市

南国市

土佐市

須崎市

宿毛市

土佐清水市

四万十市

香南市 有

県事業において国の特別対策
に該当しない者の上限額を2/3
に引き下げ

無 無 有

日常生活用具と補装
具の利用者負担を統
合した上限額を設置

無

2008/5/1

香美市

東洋町 無 無 有
心身障害者３級　2/3補
助。 無 無

2008/5/1

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

2－1 調査実施者　全肢連



高知県 都道府県、市町村独自支援策実施状況

有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容 有無 内　　容

平成20年5月1日

食費等負担軽減策利用者負担軽減策 児童に対する利用者負担軽減策 医療負担軽減策 補装具等負担軽減策
備　　　　　考

奈半利町

田野町

安田町 無 無 無 無 無 2008/5/1

北川村

馬路村

芸西村

本山町

大豊町

土佐町

大川村

春野町

いの町 無 無 無 2008/5/1

仁淀川町

中土佐町

佐川町

越知町

檮原町

日高村

津野町

四万十町

大月町

三原村

黒潮町

2－2 調査実施者　全肢連


